Regulation Modes of the Wage Formation in Japan, 1956-1989 (II) by Shimizu, Koichi
岡山大学経済学会雑誌25（1・2），1993，191～224
戦後日本における賃金決定の
レギュラシオン様式（II）
清　　水　　耕　　一
　　　　　　　　　目　　　次
は1じめに
1　賃金決定様式に関するレギュラシオン仮説
1　時期区分と仮説（以上前号）
皿　賃金決定関数の推定と要因分析（以下本号）
　3．i　1956～64年
　3．2　1965～74年
　3．3　1975～89年
N　賃金決定のレギュラシオン様式
　4．1　春闘制度のレギュラシオン機能の変化
　4．2　賃金決定のレギュラシオン諸様式
結びにかえて
皿　賃金決定関数の推定と要因分析
　前節で見たように，名目賃金上昇率および春闘賃上げ率と説明変数との相
関関係は時期によって異なる。したがって以下ではこのような構造変化を考
慮した賃金決定関数の推定を行うことにする。その場合，一般に日本の典型
的な賃金決定メカニズムが図6のごとくであると考えられていることから，
以下のように各時期について春闘賃上げ率（SHUNT）の説明要因を推定す
る春闘関数，平均名目賃金上昇率（W）に対する春闘賃上げ率の波及効果を
考慮した賃金関数Aおよび両関数を総合した賃金関数Bを推定する。
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図6　賃金決定メカ＝ズム
???）? ?? ??? ???
有効求人倍率
　　（失業率）
春闘参加部門
名目賃金
　　　　　x
欝暗ヅ
平均名目賃金
　　春闘関数　　SHUNT＝α。十αiXi　（i；1，2…）　　　（1）
　　賃金関数A　W＝β。＋β1SHUNT＋βjY」（j＝2，3…）（2）
　　賃金関数B　W＝γ。＋γ、Z、（k＝1，2…）　　　　　　（3）
　推定式の説明変数Xi，　Yj，　Z、は，基本的には前節（前号）の表2および
表4における相関係数の大きいもの（原則として0．7以上）であるが，春闘関
数と賃金関数Aで重複する場合，春闘賃上げ率との相関関係よりも名目賃金
上昇率との相関関係が強い場合にのみ，賃金関数Aの説明変数に加えた。ま
た賃金関数Bの説明変数ZkはXi，Yjの総合である。ただし，相関係数の小
さい場合でも有意な説明変数が存在することから，様々な推定式をテストし
たうえで関数の特定化を行なった。
　しかし，賃金関数Aの解釈については一定の留保が必要である。なぜなら
第1に，春闘参加部門の賃金上昇率の全てが春闘賃上げ率によって決定され
るわけではない。すなわち毎月の現金給与は景気変動の影響を反映する残業
手当等を含み，また，年間総賃金額はボーナスを含んでいる。第2に，平均
名目賃金の形成には非春闘部門の多くの中小企業（春闘参加企業は大企業に
限ったことではないが）の賃上げ率も寄与している。したがって賃金関数A
は平均名目賃金の決定に対する春闘賃上げ率の影響と，その他の諸要因Yi
の影響を表すのであるが，このその他の諸要因が排他的に非春闘部門におけ
る賃金決定要因であるとは解釈できない。とはいえ，以下においては説明変
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数X、とY、および両部門の賃金決定様式の相違を考慮して，賃金関数Aを春
闘賃上げ率の波及効果を表現するものとして解釈する（8）。
　3．1　1・956～64年
　高度成長の第1局面であるこの時期の賃金関数は以下のように特定化でき
る。
　　春闘関数　　SHUNT＝＝　a　o十α1YUKO十α2PR3　　　　　（4）
　　賃金関数A　W＝βD＋β1SHUNT　　　　　　　　　　　（5）
　　賃金関数B　W＝γo十γ1YUKO十γ2π．1　　　　　　　（6）
　春闘賃上げ率（SHUNT）の説明変数は有効求人倍率（YUKO）と時間当り
名目労働生産性（PR3）上昇率である。消費者物価上昇率を説明変数とした
推定も行なってみたが，有意な結果は得られなかった。賃金関数Aの賃金上
昇率の説明変数は春闘賃上げ率のみを選んだ。春闘以外の説明変数として消
費者物価上昇率あるいは有効求人倍率を含んだ回帰分析も行なったが，有意
な結果は得られなかった。賃金関数Bの賃金上昇率の説明変数としては，有
効求人倍率以外に（4）式より生産性上昇率が考えられるが，1期前の利潤
率（π一、）の説明力が高いことから，利潤率を選んだ。
　表5の推定結果を見ると，春闘関数の係数のt値および自由度修正済み決
定係数はそれほど高くなく，また賃金関数Aでは春闘賃上げ率が平均名目賃
金の上昇率に一定の影響を与えていると考えられるにしても決定係数が
0．44と低く，春闘賃上げ率の説明力が小さいことが分かる。集計的賃金関数
である賃金関数Bでは，推定法は異なるが説明変数の信頼性は高く，有効求
人倍率と企業収益性の影響を確認できる。そのうえで，説明変数の影響力を
調べるために（4）式と（6）式について変数xの平均xからの偏差x－x
（8）春闘における産業間賃金波及効果のより精緻な分析については佐野［1981コおよび都
　留［1992］を見よ。
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表5　賃金関数，1956～64年
推定式 SHUNTPcYUKOPR3　π（一D CQnst　　　　ρ 一R2 DW
（4）
nLS
6．42＊
iユ、48）
0．30＊
iL86）
2．76＊
i工．91）
0．82 1．7
（???
0．80＊＊
i2．69）
0．64
i0．23）
0．44 1．91
（6）
`RI
8．1！＊＊＊
i4．19）
0．60＊＊＊
i5．65）
ヨ4．63＊＊＊一〇．95
i一6．69）（一14．08）
0．99 2．6
注）π（一1）は1期前の利潤率である。ただし方程式（6）のみ，推定期間は1957～65年で
　ある。推定法は，OLSが通常の最小二乗法，　AR1は自己相関係数ρを使用した最尤
　法であり，誤差項に系列相関があるために使用した（以下同様）。カッコ内の数値は
　t一統計量であり，係数の右肩の＊は10％水準，＊＊は5％水準，＊＊＊は1％水準で有意
　であることを示す（以下同様）。有効求人倍率と生産性および利潤率との相関関係
　が高いことから多重共線性の恐れがあるが，説明変数の分散拡大要因（VIF）を計
　算：すると方程式④のVIF＝3．！7，方程式（5）のVIF＝3．21であるから，多重匝線性
　の恐れはないと思われる。
を標準偏差で割った標準化変数食による標準化回帰分析を行なえば，以下の
ごとくである。
　　A　／一x　A　　SHUNT＝O．427391　YUKO十〇．536988　PR3　　　　　　　　　　（7）　／卜 　　　　　　　く　　　　　　　　　く　　W＝O．433011YUKO十〇．616388π一1　　　　　　　　　（8）
　この結果から判断すれぼ，春闘賃上げ率に関しては，支払能力指標として
の生産性上昇率が有効求人倍率よりも大きな影響を与えており，また平均賃
金上昇率についても，1期前の利潤率が有効求人倍率よりも大きな影響力を
もっている。しかし時間の経過とともに，説明変数の寄与度も変化すると考
えられることから，上記の標準化回帰分析の結果を使って変動要因分析を行
なっておこう。結果はtc　6に示される。
　　（i）春闘賃上げ率の分析結果を見れば，生産性の影響が強く現われてい
るのは，1956年，1958年，1960～61年であり，1957年，1962～64年は有効求
人倍率の方がやや強い影響を与え，1958年と1964年は生産性と有効求人倍率
の説明力はほぼ同じである。ただし！957年は過小評価，1960年および1963年
は過大評価になっている。1957年と1960年は実質値と説明変数の変動方向が
同じであるから，1957年の過小評価の原因は説明変数によって推定される値
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表6　変動要因分析，1956～65年
春闘賃上げ率 平均賃金上昇率
年 実質値 推定値 有効 生産性 誤差 実質値 推定値 有効 利潤率 誤差
1956 一〇．99 一1．23一〇．51 一〇．72 0．24
1957 一〇．17 一〇．60 一〇．38一〇．22 0．43 一1．01 一1．50一〇．47 一1．13 0．49
1958 一1．24 一1．22一〇．54 一〇．68 一〇．02 一1．58 一1，02一〇．64 一〇．38 0．56
1959 一〇．92 一〇。48 一〇．26 一〇．22一〇．44 一〇．35 一〇．85 一〇．35 一〇．500．50
1960 一〇．13 0．53 0．080．45一〇．68 一〇．47 一〇．13 0．02一〇．15 一〇．32
1961 1．69 1．260．43 0．830．43 1．181．07 0．38 0．690．11
1962 0．58 0．47 0．290．18 0．11 0．82 0．94 0．24 0．70一〇 12
1963 0．01 0．17 0．33一〇，16 一〇．16 0．88 0．64 0．29 0．35 0．24
1964 1．19 1．09 0．560．53 0．10 0．55 0．84 0．530．31一〇。29
1965 0．61 0．39 0．14 0．250．22
注）誤差は実質値マイナス計算値であり，方程式に示された要因では説明できない部
　分を意味する。また各値の符号は，変数の値が期間平均よりも大きいときにプラ
　ス，小さいときにマイナスになっている（以下同様）。
期間平均：1956～64年：春闘賃上げ率9．1％，有効求人倍率0．55％，生産性9．3％
　　　　1957～65年：平均名目賃金8．0％，有効求人倍率O．53％，利潤率（一1）
　　　　29．4PO6
以上の賃上げにあると考えられるが，1960年については生産性上昇率の効果
によって予想されるほど賃上げ率が大きくなく，好景気にもかかわらず賃上
げが抑制されたと考えられる。他方，1963年の過大評価は明らかに有効求人
倍率（実質値の運動方向と逆）であり，有効求人倍率の効果を相殺するよう
な賃上げ抑制が行なわれたと考えられる。このように見ると，1955年に始
まった春闘の交渉力はいまだ小さかったといえよう。そして春闘賃上げ率の
主な説明変数は，前半期では支払能力，後半期では有効求人倍率である。
　（ii）他方，平均賃金の要因分析によれば，全体として1期前の利潤率の
説明力が高く，有効求人倍率の説明力が高いのは1958年と1964年のみであ
る。しかし1959年は過小評価であり，1960年と1964年は過大評価ぎみであ
る。変数の変動方向から考えて，1959年の過小評価の原因は1期前の利潤率
（1958年不況期の利潤）であり，1960年の過大評価の原因は有効求人倍率と
利潤率，1964年の過大評価の原因は有効求人倍率であるが，この両年は実質
値の変動の方が異常である（好景気にもかかわらず賃金上昇率は抑制されて
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いる）。
　以上から1956～64年の期間の賃金決定には有効求人倍率が一定の説明力を
持つとはいえ，企業の収益性（生産性もしくは利潤率）の説明力が高い。た
だし春闘賃上げ率については，ユ962年頃から有効求人倍率の説明力が高くな
り，労働市場の逼迫が春闘賃上げ率に影響し始めたと言えよう。さらにこの
時期の特徴は，春闘部門の賃上げ率の非春闘部門の賃上げ率への波及効果が
小さく，両部門の賃金決定は分離していたと見てよいであろう。
　3．2　1965～74年
　高度成長の第2段階であるこの時期の賃金関数は以下のように特定化でき
る。
　　春闘関数　SHUNT＝αo十αユPc十α2PR十α1W一ユ　　（g）
　　賃金関数A　W＝β。＋β1SHUNT＋β2YUKO　　　　　（10）
　　賃金関数B　W＝γo十γ1Pc十γ2YUKO十γ3BP　　　（11）
　春闘関数の春闘賃上げ率の説明変数は，消費者物価上昇率（Pc），生産性
上昇率（PR）および1期前の名目賃金上昇率（W－1）である。その場合，生
産性指数としては，表4（前号）より時間当り名目労働生産性（PR3，（9－
1）式）と実質労働生産性（RPR2，（9－2）式）の両方を試みた。なお，
1期前の名目賃金上昇率の代わりに1期前の春闘賃上げ率も試してみたが，
決定係数がやや低くなるために名目賃金上昇率の方を採用した。賃金関数A
の平均名目賃金上昇率の春闘賃上げ率以外の説明変数は有効求人倍率であ
る。以上より，賃金関数Bの平均名目賃金上昇率の説明変数は，消費者物価
上昇率と有効求人倍率になる（（11－1）式）が，これに交渉力（BP）を加え
た式（（11－2）式）の：方が説明力が大きい。表7の推定結果を見れば，いず
れの関数も高い説明力を持っているといえよう。
　推定結果から方程式（9－1），（10），（11－2）式について標準化回帰を
行なうと以下のようである。
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表7　賃金関数，1965～74年
推定式 SHUNT　Pc　YUKO　PR3　RPR2W（一1）BP　Const　　ρ一R2DW
（9－1）
nLS
0．49＊＊＊　　0．30＊＊＊
i7．78）　　（6．28）
0．74＊＊＊
i10．54）
一2．62＊＊
i一2．54）
0，992．51
（9－2）
`R玉
0．97＊＊＊
i21．80）　　　　　　　　　　　　（8．50）
0．50＊＊＊0．71＊＊＊
@ 　　（17．ユ6）
一4．73＊＊＊一〇．687＊＊
i一5，50）　（一2．85）
0，9962．77
（10）
`R1
0．68＊＊＊　　4．69＊＊＊
i14．49）　（5．30）
一〇．61－0．587＊＊
i一〇．88）　（一2．24）
0，9932．45
（11－1）
nLS
0．66＊＊＊8．16＊＊＊
i7．89）（5．42）
1．45
i0．85）
0．932．67
（11－2）
nLS
0．48＊＊＊5．50＊＊＊
i11．16）（7．68） （6．40）
3．39＊＊＊一77．30＊＊＊
@　　　　（一6．27）
0．99 2．17
　　，〈　　　　　　　　小　　　　　　　　く　　　　　　　　ノト
　　SHUNT＝0．43346　Pc十〇．267419　PR3十〇，461310　W．1　（12）
　　△　　　　　　　＜　　　　　　　　＜　　W＝O．820050SHUHT十〇．279140　YUKO　　　　　　　　（13）
　　ノト　　　　　　　　　　ズ　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　ム
　　W＝0．513284Pc十〇．326973　YUKO十〇．355250　BP　　　　（14）
　この推定結果を見れば，以下の点を指摘できる。春闘賃上げ率について
は，消費者物価上昇率と1期前の平均名目賃金上昇率がそれぞれ40％程度の
説明力を持ち，時間当たり生産性上昇率が約20％の説明力をもっている。春
闘賃上げ率の波及効果を考慮した賃金関数Aにおいては，春闘賃上げ率が
75％程度の説明力を持ち，有効求人倍率が25％程度の説明力を持っている。
集計的賃金関数である（14）式では，消費者物価上昇率が40％強の説明力を
持ち，有効求人倍率の説明力が30％弱，交渉力の説明力が30％強である。
　以上の標準化回帰にもとづいた変動要因分析の結果は以下のごとくであ
る。
（i）　春闘賃上げ率の変動要因：表8－1
　1968年までは1期前の平均名目賃金上昇率がもっとも大きな説明力を持つ
が，それ以後は1971年を除いて説明力を弱めている。また消費者物価上昇率
が大きな影響力を持つようになるのは1967年以後，そしてとくに1972年以後
である。他方，生産性上昇率は1965～66年には20～30％程度の影響力を持つ
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表8－1　春闘賃上げ率の変動要因分析，1965～74年
年 実質値 推定値 物価 生産性 賃金（一1） 誤差
1965 一〇．93 一〇．83 一〇．11 一〇．19 一〇．54 0．10
1966 一〇、93 一1．0ユ 一〇．22 一〇．28 一〇．51 0．08
1967 一〇．64 一〇．75 一〇．30 一〇．04 一〇．41 0．11
1968 一〇．47 一〇．39 一〇．20・ 0．07 一〇．26 一〇．08
1969 一〇．14 一〇．15 一〇．21 0．14 一〇．08 0．02
1970 0．28 0．31 一〇．02 0．20 0．13 一〇．03
1971 0．03 0．05 一〇．13 一〇．46 0．63 一〇。02
1972 一〇．21 一〇．26 一〇．23 一〇．06 0．03 0．05
1973 0．53 0．62 0．28 0．15 0．19一〇．0
1974 2．49 2．44 1．14 0．48 0．81 0．05
期間平均：春闘賃上げ率　16．7％，消費者物価上昇率　8．0％
　　　　生産性　14．7％，平均賃金上昇率（一1）　14．3％
が，1967年からは説明力を弱め，例外的に1969～70年に賃金を押し上げる主
要な要因になっている。
　1971年の景気後退期には，消費者物価上昇率と生産性上昇率の効果からす
れぽ春闘賃上げ率の推定値はマイナ■値をとるはずであるが，前期の賃金上
昇率の効果（ただし過大評価）によってわずかではあるがプラスの値をとっ
ている。1972年の春闘賃上げ率はほぼ物価上昇率によって説明できるし，
1973～74年は消費者物価の加速的上昇を反映して消費者物価上昇率の影響力
がもっとも大きく，50％前後の説明力を持つ。そして生産性上昇率の効果が
20～30％，1期前の賃上げ率の効果が30％程度の説明力を持っている。
　以上から単純化すれば60年代後半においては1期前の賃金上昇率の説明力
が強く，70年代前半には消費者物価上昇率の説明力が強いといえる。
　（ii）　春闘効果：表8－2
　全体として春闘賃上げ率の説明力が高いが，特に1965～68年では春闘賃上
げ率が約70～80％の説明力を持ち，平均名目賃金の決定に対する波及効果が
大きかったと言える。ユ969年以後ではユ969～71年，1973年には春闘賃上げ率
と有効求人倍率がほぼ同程度の説明力を持ち，1972年および1974年には春闘
賃上げ率の説明力が高い。
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表8－2　名目賃金上昇率の変動要因分析（1），1965～74年
年 実質値 推定値 春闘 有効求人 誤差
1965 一1．17 一1．20 一〇．77 一〇．44 0．04
1966 一1．00 一1．13 一〇．77 一〇．36 0．13
1967 一Q．76 一Q．65 一〇．53 一〇．13 一〇．11
1968 一〇．46 一〇．41 一〇．39 一〇．02 一〇．05
1969 一〇．11 0．03 一〇．11 0．14 一〇．13
1970 0．7！ 0．46 0．23 0．23 0．25
1971 一〇．27 0．01 0．03 一〇．02 一〇．28
1972 一〇．OI 一〇．16 一〇．17 0．01 0．14
1973 1．01 0．97 0．43 0．54 0．04
1974 226 2．09 2．G4 0．05 一〇．03
期間平均：賃金上昇率　16．1％，春闘賃上げ率　16．7％，
　　　　有効求人倍率　1．14％
　しかし1969年と！971年目過大評価であり，1972年は過小評価となってい
る。1969年の過大評価の原因は有効求人倍率であろうし，1971年の過大評価
は春闘賃上げ率にあると思われるが，これらの変数の運動方向は実質値の変
動方向と同じであり，両時期には実質値を抑制した別の要因が大きく作用し
たと思われる（1969年の学生運動や労働運動と1971年のニクソン・ショック
後の景気後退）。他方，1972年の過小評価の原因は変数の変動方向から考え
て春闘賃上げ率にあると言える。実際，1972年目急速な景気回復を示してい
るが春闘賃上げ率は抑制されていた。
　この時期全体をみれぽ，平均名目賃金上昇率の決定に対する春闘賃．ヒげ率
の影響力は大きく，春闘賃上げ率に比べれば有効求人倍率はそれほど強い影
響力を持っていなかったといえる。言い換えれば，非春闘部門の賃金決定は
有効求人倍率よりも春闘賃上げ率により強い影響を受けていたと考えられ
る。
　（iii）　平均名目賃金上昇率の変動要因：表8－3
　1965～66年には有効求人倍率と交渉力がほぼ同程度の説明力を持ち，消費
者物価上昇率の説明力は10～20％程度である。1967年以後は1970年および
1973年を除いて消費者物価上昇率がもっとも大きい説明力を有している。有
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表8－3　名目賃金上昇率の変動要因分析（2＞，1965～74年
年 実質値 推定値 物価 有効求人 交渉力 誤差
1965 一1．17 一L20 一〇．12 一〇．51 一〇．57 0．04
1966 一LOO 一1．03 一〇．26 一〇，42 一〇．35 0．03
1967 一〇．76 一〇．61 一〇．36 一〇、15 一〇．100．15
1968 一〇，46 一〇．49 一〇．24 一〇．02 一〇．23 0．03
1969 一〇．11 一〇．12 一〇．25 0．16 一〇．03 0．O1
1970 0．71 0．54 一〇．03 0．27 0．30 0．16
1971 一〇．27 一〇．26 一〇．15 一〇，02 一〇．08 一〇．02
1972 一〇．Ol 0．02 一〇．28 0．02 0．28一〇．04
1973 1．01 LO6 0．33 0．63 0．10一〇．05
1974 2．06 2．08 1．35 0．06 O．67一〇．02
期間平均：賃金上昇率　16．1％，消費老物価上昇率　8．0％，
　　　　有効求人倍率　1．14％，交渉力　24。6％
効求人倍率は1965～66年の平均賃金上昇率の約40％，1973年の平均賃金上昇
率の約60％を説明するが，それ以外の時期の説明力は小さい。交渉力は
1965年，ユ968年，1970年に40％程度の説明力を持ち，また1972年には物価上
昇率の効果（低下）を相殺するような作用を示し，大きな賃金上昇圧力をな
したと思われる。もっとも1972年の推定値は過大評価であり，その原因はそ
のような交渉力の効果にあると言えるが，誤差は小さい。
　全体として，この時期の名目賃金上昇率の決定には消費者物価上昇率が
もっとも大きな説明力を有し，また交渉力も比較的大きな説明力を持ってい
るが，有効求人倍率は1965～66年，1970年および1973年を除けば2次的な影
響しか与えていない。
　ところでこれまでの分析では，1956～64年と1965～74年について推定され
た賃金関数は際だった相違を示しているが，このような相違は計測期間の恣
意的な決定に原因があろう。つまり，推定した賃金関数は，計測期間中の賃
金決定様式が同質であるということを前提にしてその平均的な姿を示してい
るにすぎないといえるし，しかも賃金関数が1956～64年から1965～74年へと
1964／65年を境に急激に変化したとは考えられない。議論を相対化するため
に，1965～74年期の賃金関数の計測期間を変えて，推定式の標準誤差を指標
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としてこれらの関数の説明力がもっとも高くなる期間を示しておこう（9）。
　春闘関数（9）式の標準誤差（カッコ内は自由度修正済みの決定係数）を
みると1964～74年が0．582181（0．991492）でもっとも小さく，開始期間を前
にずらすと標準誤差が大きくなる。他方，1964～75年の標準誤差は3．37276
（O．710）となり，1975年目おける切断は明らかである。賃金関数A（10）式
の標準誤差は1965～74年が0．726407（0．993097）ともっとも小さく，標準誤
差から見て1965～74年がもっとも当てはまりがよい。開始期間を前にずらす
と，春闘関数と同様に標準誤差が大きくなる。ただし，1975年を含んだ場合
には春闘関数ほどの切断は見られない。賃金関数B（11）式の標準誤差は
1962～74年がO．501351（0．991129）でもっとも小さい。他方，1975年以後を
含むと標準誤差が次第に大きくなり，1977年以後では交渉力の係数の七値も
かなり小さくな：る。
　以上から，1965～74年の平均的賃金関数は1956～65年の時期に徐々に成立
したと考えることができるし，また！975年以後では春闘関数での切断が際
だっているが，他の賃金関数は70年代後半に徐々に劣化したと見ることがで
きる。
3．3　1　975～89年
この期間は第1次石油ショックから第2次石油ショックまでの70年代後半
（9）1964～1974年の春闘関数と1962～74年の賃金関数Bの推定結果は以下のごとくであ
　る。
　春闘関数，1964～74年
　SHUNT＝一2，5051十〇．4839　Pc十〇．3215　PR3十〇．7315　W．1
　　　　　（一2．5091）　（7．9227）　（6．5971）　（10．7702）
　R’2＝　O．9915，　DW　＝　2，8420
　賃金関数B，1962年～1974年
目W＝一67．9645十〇．5007Pc十5．5735　YUKO十2。9986　BP
　　　（一7．2285）　（13．6086）　（8．4303）　（7．2714）
　R’2＝　O．9911，　DW　＝　2，0786
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表9　賃金関数，1975～89年
推定式 SHUNTPc（一1）　　U　　π GDP Const 一R2 DW
（15）
nLS
0．37＊＊＊　ω一2．75＊＊＊一〇．58＊＊
i9．65）　　　（一4．12）　（一2．65）
17．90＊＊＊
i5。69）
0，9562．56
（16）
nLS
0．97＊＊＊
i5．98）
0．57＊＊＊
i3．72）
一4．81＊＊＊　　　　一
i一5．50）
0．92 1．96
（17）
nLS
0．44＊＊＊②2．61＊
i7。05）　（1．78）
0．55＊＊＊
i4．14）
一2．75＊＊
i一2．07）
0．94 2．4
　注）U列の（1）は失業率，（2）は有効求人倍率である。方程式（ユ5）（17）は多重共線性の恐
　　れがあるが，各パラメータ・一一のVIFは小さく（3未満），その恐れはない。
の不況＝構造調整と安定低成長期である80年忌という2つの異なった局面か
らなり，全期間を同質なものとして扱うことはできないだろう。したがって
以下では，まず1975～89年全体の傾向を見たうえで，80年代の賃金決定の説
明要因を分析することにする。
　　3．3。1　全期間の傾向
　この時期の賃金関数は以下のように特定化できる（推定結果は表9）。
　　春闘関数　　　SHUNT＝αo十α1Pc＿1十α2U十α3π　　　　　（15）
　　賃金関数A　W＝β。＋β1SHUNT＋β、GDP　　　　　　（16）
　　賃金関数B　W＝γo十γlPc．1十γ2YUKO十γ3GDP　　（17）
　春闘関数の説明変数は1期前の消費者物価上昇率（Pc一、），失業率（U）お
よび利潤率（π）である。なお，企業の収益性を表す指標として利潤率の
代わりに日本生産性本部の生産性指数の上昇率（PRI）を使用した式も推定
したが，利潤率を使用した場合とほぼ同程度の説明力を持っており，利潤率
と生産性のいずれを使用しても企業の収益性が賃金決定に対して一定の影響
を及ぼしたと見ることができる。賃金関数Aの春闘賃上げ率以外の説明変数
はGDP成長率である。　GDP以外の有効求人倍率あるいは消費者物価上昇率
を含んだ式も推定してみたが，有意な結果は得られなかった。賃金関数Bの
説明変数は，1期前の消費者物価上昇率，有効求人倍率およびGDP成長率
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である。
　さて，以上の推定結果から（15）（16）（17）式の標準化回帰を行なうと以
下のようである。
　　〈　　　　　　　　A・　　　　　　　　　　　　　　　　　！斜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）SHUNT ＝＝　O．894362 Pc一，一　O．34949488　U一　O，246371　z
　　its　A　／rN．　W＝　O，640000 SHUNT　十〇，398315　GDP　（19）
　　一ts　A．　A　／rx　　W＝　O．708351　PcL，十　O．130132　YUKO　十　O．385193　GDP　（20）
　（18）式の春闘賃上げ率の説明要因としては1期前の消費者物価上昇率の
説明力がもっとも大きく，失業率と利潤率の運動は春闘賃上げ率と負の相関
を示している。（19）式を見れば，平均名目賃金上昇率に対する春闘賃上げ率
の影響は，1965～74年の時期に比べれば低下したとはいえ，依然として大き
い。ただし平均名目賃金上昇率の決定にはGDP成長率の説明力が40％程度
であり，非春闘部門の賃金決定に対して景気変動が大きな影響を及ぼすよう
になっているといえる。（20）式の集計的賃金関数においては，（！8）式，
（19）式から想像できるように1期前の消費者物価上昇率の説明力がもっと
も大きく（10），50％以上の説明力を持っているが，有効求人倍率の係数は小さ
く，この期の平均名目賃金上昇率は大部分まで消費者物価上昇率とGDPの
成長率によって説明できる。
　この標準化回帰分析を利用した変動要因分析の結果は，分析表は省くが以
下のごとくである。
　春闘賃上げ率の変動要因を見ると，’1期前の消費者物価上昇率の説明力は
全期間において強く，1975～77年，1980年および1983～89年の期間ではもつ
（10）なお，春闘賃上げ率に対する物価上昇率の影響については，当期の物価上昇率と1期
　前の物価上昇率を説明変数とする回帰分析を行なうと，以下のような結果を得る。
　SHUNT＝3．88十〇．28　Pc十〇．24　Pc－1　－iR＝F2　・・O．94，　DW＝．2．23
　　　　　（15．32）　（2．95）　（4．34）
　　この結果から，1975～89年の春闘賃上げ率に関しては，物価上昇率の説明力がきわめ
　て大きいことが分かる。
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とも大きな説明力をもっている。失業率の影響は1979～80年と1983～87年tlこ
強くなっている。また利潤率も1978年および1982年にもっとも強い説明要因
となっているし，1979年および1989年にも比較的大きな影響を及ぼしてい
る。全体として物価上昇率の説明力が高く，また物価上昇率が1980年の第2
次石油ショック時の影響を除けば1987年まで低下傾向を続けていることを考
慮すれば，春闘賃上げ率は物価上昇率の低下を後追いするように抑制されて
きたことが確認できる。
　賃金関数Aの場合，70年忌後半ではGDP成長率の効果が大きく，80年
代，特に84年以後には春闘賃上げ率が強い説明力をもっている。1975年には
依然として春闘賃上げ率の説明力が70％程度であり，GDP成長率の説明力
は20％程度であるが，1976～79年でほGDP成長率の影響のほうが強いか，
あるいは春闘賃上げ率とGDP成長率の説明力がほぼ同一になっている。こ
れに対して，80年代では1982～83年および1986年にGPP成長率の効果の方
が強くなっている点を除けば，春闘賃上げ率の説明力が高い。しかし次項に
見るように，80年代の賃金関数Aの推定によれば，80年代には春闘賃上げ率
と平均名目賃金上昇率の問に有意な関係は見られない。この矛盾の解釈は後
に行なうが，ここで言えることは，1975～89年の期問中に構造変化が存在
し，全期問をまったく同質なものとして扱うことができないということであ
る。
　賃金関数Bの変動要因では1期前の消費者物価上昇率が，1982年を除いて
常に強い影響を与えている。有効求人倍率は，労働力不足が目立ち始めた
1988～89年に影響力を強めているが，その他の時期には2次的な影響を及ぼ
しているにすぎない。GDP成長率は1978～79年，1982～83年，1986年にもっ
とも大きな説明力を持つとともに，全体にわたって影響が認められる。以上
から確認できることは，1965～74年に観察された交渉力の影響が見られない
こと，そして平均名目賃金の決定が消費者物価と景気変動の影響を強く受け
ていることである。ただしこの場合も，80年代の賃金関数Bの推定では，
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表10　賃金関数，1980～89年
推定式 SHUNTPc Pc（一1） U　　Const　　　ρ 一R2 DWSER
（21）
`R1
0．38＊＊＊
i9，05）
一2，37＊＊＊10．25＊＊＊一〇．54＊
i一6．15）　　（9．74）　　（一1．935）
0．98 2．56 0．30
（22－1）
nLS
0．82＊＊＊
i4．40）
一〇．70
i一〇，68）
0．76 1．45 0．76
（22－2）
@ARl
一〇。02
i一〇．23）
0．23＊＊＊
i3．70）
一3．20＊＊＊1L21＊＊＊一〇．81＊＊＊
i一7，02）　　　（7．87）　　　　（一4．75）
0，9872．94 0．23
（23）
`Rl
0．22＊＊＊
i4．69）
一3．16＊＊＊11．02＊＊＊一〇、799＊＊＊
i一7．92）　　（9．96）　　　（一4．83）
0，9892．88 0．21
GDP成長率も説明力を持たない。
　　3．3．2　80年忌
　第1次石油ショック以後の合理化・減量経営による構造調整が修了したと
思われる80年代の賃金関数は以下のように特定化できる（推定結果は表10）。
　　春闘関数　　SHUNT＝α。十αlPc．，十α2U　　　　　　　（21）
　　賃金関数A　W＝β。＋β1SHUNT　　　　　　　　　　（22－1）
　　賃金関数B　W＝・　ro十γ　iPc十γ2U　　　　　　　　　　（23）
　春闘関数の説明変数は1期前の消費者物価上昇率と失業率である。また賃
金関数Aは春闘賃上げ率の平均名目賃金上昇率に対する寄与度を調べるため
のものであるが（（22－1）式），決定係数が低いために春闘以外に消費者物
価上昇率と失業率を説明変数とした推定式も検討してみた（（22－2）式）。
賃金関数Bの説明変数は消費者物価上昇率と失業率である。（22－1）式を
除いて，いずれの式もOLSでは誤差項に系列相関が認められるために自己
相関係数ρを使った最尤法（AR1）によって推定されてい．るが，決定係数は
いずれの場合も最尤法の方が高くなっている。推定結果から言えることは，
1980～89年間時期，春闘賃上げ率と平均名目賃金上昇率との間に一定の相関
が認められるにしても（（22－1）式），春闘賃上げ率は平均名目賃金上昇率
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表11春闘賃上げ率と名目賃金上昇率の変動要因分析，1980～89年
春闘賃上げ率 平均名目賃金上昇率
年 実質値 推定値物価（一ユ）失業率 誤差 実質値 推定値 物価 失業率 誤差
1980 1．14 1．15 0．29 0．86一〇．01 1．95 2．02 0．851．17一〇．07
1981 1．73 1．92 1．41 0．51一〇．20 1．20 1．070．38 0．69 0．13
1982 1．21 0．78 0．630．16 0．42 0．29 0．24 0．0221 0．06
1983 一〇。63 一〇，16 0．04一〇．19 一〇．48 一〇．76 一〇．39 一〇．13 一〇．26一〇．37
ユ984 一〇．56 0．58 0．22一〇．37 0．22 一D．08一〇．56 0．06一〇．50 0．48
1985 一〇．19 一〇．30℃．10 一〇．19 0．10 一〇．69 一〇。38 一〇．11一〇．26 一〇，31
1986 一〇．56 一〇．73一〇．19 一〇．54 0．17 一〇．76 一1．09一〇．35 一〇．74 0．33
1987 一工．30 一1．12一G．58一〇．54 一〇．1ア 一1．36 一1．17一〇．44 一〇．74一〇．19
1988 一〇．71 一〇．74 一〇．72一〇，02 0．03 一〇．16 一〇．36一〇．33 一〇．02 0．20
1989 一〇．12 一〇．22 一〇．55 0．33 0．100．37． 0．39一〇．06 0．45一〇．02
　注）期間平均：春闘賃上げ率　5．6％，平均名目賃金　3．71％，
　　　　　　　消費者物価上昇率　2．53％，消費者物価上昇率（一1）　2．67％，
　　　　　　　失業率　2．49％
に大きな影響を与えていないということである（（22－2）式）。さらに，
1975～89年全体の賃金関数との比較で言えば，1980～89年の春闘賃上げ率お
よび平均名目賃金上昇率の決定には企業の収益性が影響していないというこ
と，さらに平均名目賃金上昇率の決定に関しては有効求人倍率およびGDP
成長率ではなく失業率の説明力が強いことである。
　この点を確認したうえで，（21）式と（23）式について標準化回帰分析を行
なうと以下のとおりである。
　　〈　　　　　　　　　△　　　　　　　　　〈　　SHUNT二・0．644588　Pc－1－O．463027　U　　　　　　　　　　　　　（24）
　　ノト　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　ム　　W・＝0．383584Pc－0．630232　U　　　　　　　　　　　　（25）
　推定結果を見ると，春闘賃上げ率の説明要因としては依然として1期前の
消費者物価上昇率の影響が強いが，この時期には失業率の影響が強くなって
いる。また平均名目賃金上昇率については，消費者物価上昇率の影響よりも
失業率の影響の方が強い。
　春闘賃上げ率の変動要因（表11）を見れば，失業率の説明力が高いのは
1980年，1983～86年であり，1987年は1期前の物価上昇率と失業率の説明力
がほぼ同じであり，1981～82年および1988～89年では1期前の消費老物価上
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昇率の説明力が高い。しかし1983年は過大評価，1989年は過小評価となって
いる。1983年の過大評価および1989年の過小評価は，失業率と1期前の消費
者物価の蓮動方向が実質値の運動方向と同じであるから，1983年には推定値
以上に実質値を引き下げる他の要因（成長率の低下）が作用し，1989年には
推定値以上に実質値を押し上げる要因（1989年の物価上昇率）が作用したと
思われる。
　他方，名目平均賃金上昇率の変動要因では，1988年を除いて失業率の説明
力が高いことが分かる。しかしこの場合，1984年と1988年が過小評価となっ
ている。1984年は，実質値の変動が小さいのに対して失業率の変動が大きい
ための過小評価である。これに対して1988年の過小評価は逆に，GDP成長率
の上昇の効果で実質値が推定値以上に押し上げられたと考えられる。
　以上から1975～89年全体と80年代を比べると，春闘賃上げ率に関してはい
ずれの期間でも1期前の物価上昇率が主要な説明要因になっているが，80年
代では，春闘賃上げ率の決定に利潤率が影響していないこと，春闘賃上げ率
の平均名目賃金上昇率への影響が無視しうるほどのものであること，そして
平均名目賃金の決定に関しては有効求人倍率およびGDP成長率よりも失業
率の説明力が高いことが確認できる。
　以上の推定が信頼できるものであるとすれば，前項の1975～89年という全
期間の賃金関数と80年代の賃金関数がかなり異なったものであるということ
になる。ここでとくに問題になるのは，前項で見たように，春闘賃上げ率の
平均名目賃金上昇率に対する影響である（（16）式と（22－2）式）。前節の
変動要因分析では，1983年以降に春闘賃上げ率の説明力が強くなっている
が，80年代の賃金関数Aの推定結果（（22－2）式）は春闘賃上げ率の影響を
否定している。この矛盾は，春闘賃上げ率と平均名目賃金上昇率の相関関係
を見れば説明できるであろう。
　図5（前号第2節）を見れば，両指標は，1980年までほぼ同率で運動して
いるのに対して（1975～76年は春闘賃上げ率が平均名目賃金上昇率をかなり
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図7　平均名目賃金上昇率と春闘賃上げ率の相関関係，1975～89年
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下回っているが），1981年以後には平均名目賃金上昇率が春闘賃上げ率を下
回り，両指標の乖離が目だっている。この両指標の運動の乖離は，明かに平
均名目賃金上昇率の決定に対する春闘賃上げ率の影響力の低下を表してい
る。それは，非春闘部門の賃金決定に対する春闘賃上げ率の波及効果が低下
し，非春闘部門の賃金決定が，春闘の影響を受けないとはいえないにして
も，春闘部門から相対的に独立してなされていること，しかも平均賃金形成
における非春闘部門のウエイトが大きいことを示唆するものであろう。
　さらに図7を見れば，1980～89年の推定式の決定係数の低さが示すよう
に，80年代には春闘賃上げ率と平均賃金上昇率との相関関係に線形性が認め
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られないことが分かる。もちろん長期的にみれば，すなわち1975～89年の推
定式を見れば，春闘賃上げ率と平均名目賃金上昇率の間に線形の関係を見い
出すことができるが，その場合でも1956～74年，とくに1965～73年の期間に
比べれば決定係数が小さく，したがって標準誤差が大きく，信頼性が低い。
　よって以上から確認できることは，1975年以後には賃金決定メカニズムに
構造変化が生じ，春闘賃上げ率に対する1期前の物価上昇率の説明力が強い
こと，しかし春闘賃上げ率の平均賃金上昇率に対する波及効果が低下し，し
かも80年代には春闘賃上げ率および平均賃金上昇率に対する失業率の影響が
強まるとともに，春闘賃上げ率と平均名目賃金上昇率との間に1965～73年の
ような線形の相関関係が失われ，賃金決定メカニズムに二重構造が現われて
いるということである。
　他方，平均名目賃金上昇率の説明要因では，1975～89年全体では物価上昇
率以外に有効求人倍率とGDP成長率の影響が認められるが，80年代では物
価上昇率以外に失業率が，しかも物価上昇率以上の説明力を持っている。こ
の点は，非春闘部門の賃金が労働市場の不均衡と景気変動によって決定され
るという競争的労働市場に復帰した結果ではなく，むしろマルクス的産業予
備軍効果，したがって失業率の社会心理的効果の方が強く働いた結果であろ
う。
N　賃金決定のレギュラシオン様式
　以下では前節の推定結果をもとに賃金決定のレギュラシオソ様式の特徴づ
けを行なうことにしよう。前節で見たように，賃金決定の説明変数は時間の
経過とともに変容している。まず，春闘制度は一般に認められているように
日本独自の賃金交渉制度であるが，春闘制度および春闘のレギュラシオン機
能そのものが変容してきた。第2に，春闘の波及効果および平均賃金の決定
様式そのものも時期によって異なる。よって，以下ではまず，前節での推定
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結果を考慮しつつ各期の春闘制度を評価した上で，第2節において仮説とし
て示した賃金決定のレギュラシオソ諸様式を再検討することにしよう。
　4．1　春闘制度のレギュラシオン機能の変化
　周知のように春闘方式は，企業別組．合の企業内賃金交渉における交渉力の
弱さを克服するために，「一定の時期に，全産業規模で闘いを集中して，賃上
げの社会的相場をつくりだし」，これを労働者全体に波及させ，賃金水準を
向上させることを目的とするもので（総評第42回定期大会一小島［1975］
p．　4），欧米にみられる全国協定とは性質を異にするが，全国規模での団体交
渉制度であると言える。このビッグ・ユニオンを中心に闘争力のある産別組
合を結集して一挙に賃金交渉を展開しようという大田派の5単産共闘案（合
化労連，炭労，私鉄総連，電産，紙パルプ労連）に高野派の2単産（全国金
属，化学同盟）と中立系1単産（電気労連）が加わって成立した1955年の8
単産共闘に始まる春闘は．3つの段階を経過して発展してきたと言われてい
る（小島［1975］，島田［1990］，春闘研究会編［1989］）。したがって前節で
の推定結果を考慮して各発展段階における春闘とそのレギュラシオン機能を
性格づけておこう。
　　4．2．1　1956～64年
　50年代後半の春闘は，参加労働者も徐々に増え，数多くのストライキが発
生したが，全体として賃上げ額も芳しくなく，闘争も1957年の国鉄新潟闘争
や1960年の三池闘争に代表される首切り合理化反対闘争が全面にでている
（小島［1975］）。この間に春闘方式は徐々に組織され，1958年12月の春闘共
闘委員会の結成によって，共闘委員会の統一的指導のもとで闘争スケジュー
ルが組まれるようになったが，「単独では闘えない“弱い組合”」の結集は，
依然として他組合の闘争力に依存する「総もたれあい」の傾向が強く，首切
り合理化反対闘争に勝利しないばかりか，大幅な賃上げを獲得しうるような
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実力をもってはいなかった（cf．小島［1975］p．101）。転機は60年頃に現われ
る。78単産470万人が参加したと言われる60年春闘は，「低賃金体制の打破」
を目標に産別統一闘争を強化し，全電通は7千円の賃上げ要求をおこなっ
た。これが口火となって，1961年以降，大幅な賃金要求が行なわれるように
なり，春闘賃上げ率も10％を越えるようになった。その背景は，反合理化闘
争の敗北による労働運動の経済的権利要求への一元化および春闘方式の定着：
＝交渉力の上昇と，経済成長とともに労働力過剰型経済から不足型経済に移
行（小野［1973］）したことであろう。したがって春闘制度の定着はフォード
主義的労使間妥協の前提となる「労働組合の資本の論理への統合」（ボワイ
エ［1992］p．62）の進展を意味する。
　とはいえ，60年代前半の春闘では，「春闘をやれぽ賃金が上がる」にして
も，賃上げ率（額）は依然として景気変動に影響されていた（小島［1975］
p．101，春闘研究会［1989］p．31，表1）。春闘関数（8）式の要因分析はこ
のような実態をよく反映している。春闘賃上げ率のもっとも強い説明変数
は，50年代後半では企業の支払能力，しかも1期前の利潤率であり，「支払能
力論」（津田［1970］）による賃金支払が支配的であったように思われる。こ
れに対して60年代前半では労働力不足型経済への移行を背景にして有効求人
倍率が主要な説明変数であり，また有効求人倍率よりも小さいとはいえ，1
期前の利潤率，したがって支払能力も依然として影響力をもっている。いわ
ば50年代後半では労働組合の交渉力の弱さのゆえに，企業側の論理（設備投
資優先の支払能力論）が支配的であり，60年代前半には経営側は依然として
賃上げには慎重であったが，高成長による支払能力の上昇，労働力不足型経
済への移行および春闘交渉力（11）の上昇によって高い賃上げ率が実現される
ようになった。よって60年代では，制度的にはフォード主義的労使関係への
移行が見られるが，賃金決定に関しては依然として競争的レギュラシオンが
支配的であったといえよう。
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　　4．2．2　1965～74年
　この時期には春闘は制度として確立し，3つの特徴をもつに至ったとされ
ている。（1）春期の民間組合の賃金交渉を起点とし，次いで公企業体の賃金
決定，米価決定，公共料金の改訂へと連なる「賃金ラウンド」が定着し，
（2）基軸部門の産業一面に鉄鋼と私鉄一をパターン・セッターにして賃金
相場が決定され，これが他産業に波及し，（3）賃金上昇が企業間・産業間で
「平準化」したというのがそれである（春闘研究会［1989］，島田［1990］）。
　こうして春闘における労働組合の強い交渉力と1965年不況以後の高成長と
労働力不足型経済を背景に，「春闘のたびに賃上げ額が前年を上まわる」よ
うになった。一般に，生産性上昇率以上の賃上げ率は労働コストを上昇させ
企業の収益率を低下させることになると考えられるが，しかし60年代後半は
（11）春闘研究会［1989コは，パターンセッターであった鉄鋼の「ストなし一発回答」をあ
　げて，ストライキの影響で春闘相場が上下したということは過去の事例を見るかぎり
　ほとんどないと思われるとしている。しかし60年代における賃金交渉はスト抜きには
　語れないであろう（小野［1973］）。この時期の春闘は典型的には先行諸企業がストに
　よって高額回答を要求あるいは実現し，次いで鉄鋼が低額回答で妥結して春闘相場を
　押し下げ，鉄鋼回答の後に，後続諸企業がストによって鉄鋼回答以上の賃上げを要
　求・実現するというものであった。労組の弱い鉄鋼は春闘相場を引き下げようとする
　経営側の拠点であり，したがって鉄鋼がパターンセッターであったにしても，ストに
　よって全体的な賃上げ水準の上昇（鉄鋼回答以上の賃上げ）が計られたのである（詳し
　くは小島［1975］）。少なくとも，パターンセッターが鉄鋼であるという場合でも，鉄鋼
　が相場を作り，他企業がこの相場に追随したのではない。参考までに1961～69年の鉄鋼
　と民間平均の春闘賃上げ額を以下に示しておこう。
春闘賃上げ額，1961～69年 （円）
196ユ年1962年1963年ユ964年1965年1966年 1967年1968年1969年
鉄　鋼 32002634 1492 3160 2440 3480 41664346 5240
民間平均 3009
Q970
2672
Q515
2237
Q237
3305
R305
3014
R150
3273
R403
4221
S371
5213
T296
6768
U865
パターンセッター 公企体 鉄鋼 私鉄 鉄鋼 私鉄 化学 鉄鋼 私鉄 鉄鋼
出所：鉄鋼と民間平均上段は小島［1974コ，民間平均下段とパ四一ンセヅターは春闘
　研究会〔1989コによる。
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実質付加価値生産性の上昇率が高く（規模の経済の結果であろう），企業収
益を圧迫するまでに至っていない（前号第2節）。さらにインフレが加速し
た70年代前半になると労働側はインフレから生活を守り，インフレ率を上ま
わる賃上げ率，したがって実質賃金の上昇を獲得して生活水準を向上する権
利を意識するようになった（小島［1975］，第MI＊t）。
　春闘関数（12）式の変動要因分析によれば，60年分後半には1期前の賃金
上昇率の説明力が強く，70年代前半では消費者物価上昇率の説明力が大きく
なっているが，それは上記の事態を反映したものであろう。したがって，
1965～74年の時期は，高梨［1977］および春闘研究会［！989］の言うような：
「生産性上昇後追い型」の春闘ではなかったと言えよう。少なくとも，春闘
賃上げ率は生産性上昇率にインデクセーションされてはおらず，交渉力を背
景に実質賃金の上昇を目的として大幅な賃上げが行なわれたのである。確か
にこの時期の春闘による賃金決定は，典型的なフォード主義に見られるよう
な物価上昇率プラス生産性上昇分の分配という明示的な形態を持ってはいな
かった㈹。しかし賃金決定は競争的労働市場の論理によって決定されている
わけではなく，労働者階級の生活水準の上昇を，したがって実質賃金の上昇
を目的とした春闘という労使間交渉における物価上昇率以上の大幅な賃上げ
によって実質：賃金が上昇したのであり，生産性上昇分の労働側への配分がな
されたのである。
　さらに春闘の波及効果は（13）式で確認できる。すなわち，この時期の平
均名目賃金上昇率の75％程度は春闘賃上げ率によって説明でき，残りが有効
求人倍率の効果であった。しかも変動要因分析をみても，1970年前後に有効
求人倍率の説明力が高まっているが，全体として春闘賃上げ率の説明力は高
い。また都留［1992］の春闘波及効果の分析によれば，1967～74年において
は強い賃金波及が確認され，しかも波及効果は非基軸部門で大きいことが示
されている㈹。さらに第2節で見たように，規模別賃金格差の硬直性と賃金
上昇率の画一性もまた，春闘の波及効果の大きさを示すものであろう。
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　以上のように，この時期の賃金決定様式をフォード主義的レギュラシオソ
の日本的形態であるといってよいであろう。春闘という賃金交渉制度それ自
体は欧米諸国の諸制度とは異なるとはいえ（日本的という理由），事実上，消
費老物価上昇率以上の賃金上昇率が実現され，物価上昇率プラス生産性上昇
分の分配によって実質賃金が大幅に上昇したのである。振り返ってみれば，
春闘制度の定着は労働側が労働運動を経済的権利要求に制限したことを意味
するものであったが，春闘のたびに前年以上の賃上げ額を獲i得し，労働老階
級全体の生活水準を向上させたこの時期は労働側にとって幸せな時期であっ
た。
　ところが石油ショック以後は，大田薫が「春闘の終焉」として語ったよう
に，状況は一変する。
（12）フォード主義であったといわれる欧米諸国においても制度的諸形態および賃金決定様
　式がそれぞれ異なるために典型的なフォード主義的賃金決定様式とは何かという問題
　が存在するが，ここではCoriat　B．［1990］に従って1948～1979年の期間のアメリカの
　UAW（全米自動車労組）の団体交渉制度を代表的な例としておく。すなわちUAWの
　団体交渉においては，賃金決定，雇用調整規則，就労規則，団体交渉制度が柱になって
　いる。賃金は，年3％の名目時間賃金の上昇（生産性上昇率の配分）プラス生活費上昇
　分（物価インデクセーション）によって決定され，こうして実質賃金は年々上昇するこ
　とになる。雇用調整に関してはシニョリティー制度にもとつくレイ・オフ再雇用制度
　が原則であり，レイ・オフされた労働者は失業後1年間はレイ・オフ以前の賃金の約
　90％が保証される。また就業に関しては典型的なテーラー主義的管理が採用され，個々
　の労働者の職務について詳細な規則が存在する。最後に団体交渉制度は，年々選択され
　た目標企業において結ばれた協約を自動車産業全体に適用させるというものである。
　いうまでもなく，レギュラシオソ派の本国フランスの制度はこれとは異なる。賃金決定
　様式については第1節で述べたので，その他の制度についていえぼ，大企業ではテー
　ラー主義的労務管理が支配的であるとはいえシニョリティー制度およびレイ・オフ制
　度は存在しないし，団体交渉制度もことなり，とくに全国規模での団体交渉は1968年
目12月のグルネル協定以後のことである。なお，アメリカの労使関係については小池
　　［1977］が詳しい。
（13）この点に関する他の研究についても都留［1992］p，221をみよ。
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　　4．2．3　1975年以降，特に80年代について
　第1次石油ショック以後，経済成長が輸出主導型に転換したことを原因と
して，パターン・セッターが輸出志向・金属関連産業（電気，自動車，造
船，鉄鋼）に変わったとはいえ，春闘制度それ自体は維持されている。しか
し経済成長の鈍化と企業業績の悪化および雇用不安のもとで，企業は減量経
営・合理化を進めるとともに，労働組合は賃金抑制を受け入れた（春闘研究
会［1989］，島田［1990］）。受容の原因としては，高インフレの原因を高い賃
金上昇率に帰す所得政策論の影響，雇用不安のもとで賃上げ率の抑制と引き
換えに雇用保証を獲得しようという労働側の防衛的態度が考えられる。いわ
ば，安定低成長下での労使協調体制の定着である。
　小島［1975］によれぽ，すでに日経連は1962年のr賃金問題の課題と経営
者の態度』において労使協調的な安定賃金構想を示していた。すなわち日経
連は，春闘が賃金をめぐる労使紛争であることを認識し，「自由化に対処す
べく企業の体質改善，経営基盤の確立に最大の努力が要請される今日，いた
ずらなる紛争を避けるためにもある期間賃金を協定すること」の必要を説い
ていた。また政府も，1963年頃は，賃金上昇によるコスト・インフレを憂慮
して「安定的賃金体系」を提唱していた。経営側は，春闘という労使紛争を
回避し，紛争なき労使関係を目指し，政府はインフレ懸念から賃金抑制を提
唱したわけである。経営側の目指す安定賃金協定は，日産自動車や東急を始
めとする労使協調的労働組合によって受容されていたが，第1次石油ショッ
クまではこのような労使協調路線は労働側の主流にはならなず，むしろ交渉
力を背景に春闘によって大幅な賃上げを獲得するという慣行が維持された。
結局，安定賃金構想は第1次石油ショック以後の長期的不況と輸出主導：型成
長体制への転換によって，当初の構想とは異なった賃金決定様式においてで
はあるが，すなわち春闘制度を維持しつつもこれを単なる一紛争なき一春季
賃金交渉という手続きに儀式化することによって実現されたといえよう。な
ぜなら，安定賃金構想は労使協調路線を目的としていたのであり，春闘とい
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う力による全国的な賃金交渉を否定して，賃金交渉に競争力を重視する企業
の論理を貫徹させようとするものであり，労使協調路線の意味するところは
労働側を企業の論理に埋没させることにあったからである。
　実際，80年代には春闘関数の推定結果（（21）式および（24）式）が示すよ
うに，春闘賃上げ率は物価上昇率の低下を後追いするように抑制され（高梨
［1977］，春闘研究会［1989］の言う「物価後追い型春闘」），しかも失業率の
上昇という景気の停滞を敏感に反映している。雇用不安に対する恐怖，すな
わちマルクス的な産業予備軍効果が復権し，労働側が雇用保証と引き換えに
賃金抑制を受け入れたのである（14＞。
　戦後の労使関係の変遷を見たとき，労使協調路線とは結局はこのような労
働側の弱い立場の表現でしかないであろう。さらにそれは，大田路線に示さ
れる春闘の意義の否定である。大田路線は確かに労働運動を経済的権利要求
に一元化したうえで交渉力による賃上げを目指したものであるが，同時に春
闘によって賃金相場を引き上げ，労働者階級全体の生活水準の向上を目指し
たのであり，結果としてマクロ経済的には総需要を拡大することによって持
続的な経済成長に寄与した。これに対して労使協調路線はミクロ経済の論理
への後退であろう。それは，春闘賃上げ率と平均名目賃金上昇率の乖離に現
われているように，非春闘部門である外部労働市場を競争的レギュラシオン
に委ね，春闘部門は労使協調路線の下で雇用保証と企業成長によるパイの分
け前を得ようとするものにほかならない。
　もちろんミクロ経済の論理への後退と言っても，賃金交渉は企業別交渉で
はなく産別交渉が一般的である。そして産別交渉制度は同一産業内の大企業
の横並び的賃上げ（「他社なみ」），しかも「世間相場」を意識した賃上げに
（14）マルクスの産業予備軍効果は，単に労働市場の需給バランスによって雇用量および賃
　金が決定されるというものではなく，産業予備軍（失業者）の存在が就業者の賃上げ要
　求を抑制するというものである。産業予備軍効果の実証分析については都留［ユ990］を
　見よ。
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なっている。それは一方で産業内のリーディング企業の賃上げ率を抑制し，
その結果として他企業の賃上げを抑制する。しかも賃金水準には各企業の収
益力に応じた序列が存在するために，企業間格差は一定に留まるか（大企業
間に見られるような賃上げ率が同一の場合），さらに拡大する（同一産業内
の下位企業や系列企業の場合，上位企業や親企業の賃上げ率に準じた賃上げ
率もしくは額で妥結することによって）。他方で，春闘の波及効果が著しく
低下したように，非春闘部門（これには春闘に参加しない企業ばかりでな
く，春闘参加部門の不安定労働者一期間遮，パートタイマー，派遣労働者，
フリーター等一が含まれる）は春闘参加部門の雇用保証や利益配分を享受し
ていない。したがってこのような賃金決定様式は純粋な個別企業の論理で決
定されているのではなく，各産業内で春闘相場を形成している大企業連に制
限された労使協調的賃金決定であり，大企業中心の労使協調的レギュラシオ
ン様式と呼んでよいであろう。しかもこのレギュラシオン様式は，生産性基
準原理の影響が強いとはいえ，賃金を明示的に生産性にインデクセーション
するわけではなく，（23）式が示すように物価上昇率へのインデクセーショ
ンというフォード主義的要素と産業予備軍効果という競争的要素の混合であ
り，全体として賃金上昇率の抑制が行なわれたと考えられる（15）。
（15）80年代には日経連の主張する生産性基準原理が影響力を強めたというが，当の生産性
　基準原理は賃金上昇率を生産性上昇率にインデクセーションするものではなく，イン
　フレを抑制するためには賃金上昇率を生産性上昇率以内に押さえるべきだというもの
　であるが（脚注（7）一前号一を見よ），基準となる生産性指標自体が曖昧であり，むし
　ろ物価上昇率を基準にした賃金決定になっている。しかもそれは1965～74年期とは逆
　に物価抑制のために賃上げを抑制するという方向に作用した。バブル崩壊後の長期的
　「複合不況」（宮崎義一）のなかで，近藤鉄男労相が労働組合総連合の労使協調路線を批
　引して，「経済が厳しいからといって賃上げを厳しくすると，消費が下がって景気をさ
　らに厳しくする。悪循環にならないよう労使とも考えて欲しい」（『朝日新聞』1992年
　11月　20日）と言うに及んでは，皮肉というほかはない。なぜならこの労相発言は，労使
　協調路線がミクロの視点しか持ち合わせていないことを，ケインジアン的発想にたつ
　保守政権側（かつては臨調を始めとしてミクロの視点を優先させた）から批判したもの
　と理解できるからである。
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　このように見てくると，一般に労使協調路線が日本の労使関係の特徴であ
ると指摘されてはいるが，賃金決定に関するかぎり労使協調路線は第1次石
油ショック以後の構造的不況のなかで，とくに80年代に定着したものであ
り，日本の伝統的労使関係であるとはいえない。さらに労使協調路線は，雇
用不安のなかで交渉力を失った労働側の余儀なくされた防衛的選択であった
と言うことができよう。春闘制度は，フォード主義的レギ＝ラシオンを遂行
する制度から労使協調的レギュラシオンを遂行する制度へと，経済的権利要
求に一元化することで経営側の譲歩を引き出す春闘から，企業の論理に包摂
された春季賃金交渉へと退化したのである。それは同時に，賃金決定のレ
ギュラシオン様式における二重構造化の進展を意味していた。したがって，
労使協調的レギュラシオンが石油ショヅク以後の世界的な長期不況の中での
日本経済の良好なパフォーマンスの一因であったにせよ，それは二重構造化
という犠牲の上でのことであった。労使協調的レギュラシオソは社会的連帯
と公正の観点を欠いているのである（山田［1991］）。
　4．2　賃金決定のレギュラシオン諸様式
　最後に，各期における賃金決定のレギュラシオン様式の特徴付けを行な
い，第2節において示した仮説の妥当性を確認しておこう。
　まず第3節の推定結果から平均名目賃金の決定要因とその影響力を示せ
ば，表12のようになる。第1節で示したレギュラシオン仮説との関係でいえ
ば，春闘効果は言うまでもなく牽引産業の賃上げの波及効果に対応し，生活
費は賃金決定に対する生活費の影響である。また，支払能力は賃金決定に対
する産業活動の影響，そして労働市場は賃金決定に対する産業予備軍効果
（もしくは労働市場の不均衡の影響）を示すものである。以上を断ったうえ
で賃金決定様式の特徴をまとめれば以下のごとくである。
　（i）1956～64年の期間では春闘賃上げ率（または額）の非春闘部門への
波及効果は小さく，平均賃金の決定に強い影響を与えていない。春闘賃上げ
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表12平均名目賃金の決定要因，1956～89年
期　間 春闘効果 生活費　　支払能力　労働市場　　交渉力 賃金格差
1956～64
P965～74
P975～79
P985～89
十十十
¥
　　　　　十十十　　　十十
¥十十　　　　　　　　　十　　　　　十十
¥十十　　　十十　　　　十
¥十　　　　　　　　　　　十十十
???
　注）＋の数が影響力の強さを示す（評価は標準化回帰分析の係数および変動要因分析
　　による）。ただし賃金格差の列は，一が縮小を，＋が拡大を示す。生活費は消費者物
　　価上昇率（当期または前期），支払能力は生産性上昇率，利潤率およびGDP成長率
　　を含み，労働市場は有効求人倍率または失業率を含んでいる。
率の説明変数は生産性上昇率と有効求人倍率であるが，50年代後半では生産
性上昇率の説明力が強く，60年代前半では有効求人倍率の説明力が強くなっ
ている。平均名目賃金の説明変数は1期前の利潤率と有効求人倍率である
が，全体として1期前の利潤率の説明力の方が大きい。しかし第2節で見た
ように，この時期には規模別賃金格差が急速に縮小しており，有効求人倍率
の上昇，したがって労働市場の逼迫は中小企業により大きな影響を与えたと
考えられる。よって全体としてみれば，この時期の賃金決定要因は，基調と
しては津田［1970］が示したように企業の支払能力であるが，有効求人倍率
の上昇に示される労働市場の逼迫が賃金上昇率を押し上げる傾向を持ってい
たといえよう。そして第1節で見たレギュラシオン様式の観点からこの時期
を特徴づければ，この時期の賃金決定様式は依然として古典的な競争的レ
ギュラシtン様式を基調としていたといえよう。とはいえ，60年代にはいる
と春闘制度が定着し始め，消費者物価上昇率，有効求人倍率および交渉力を
説明変数とする賃金関数の説明力が強くなり，65年以後の賃金決定様式が次
第に確立されつつあった。その意味で，この時期を競争的レギュラシオンか
らフォード主義的レギュラシオンへの移行期であるということが許されよ
う。
　（ii）これに対して1965～74年の期間では規模別賃金格差の硬直性が現わ
れるとともに，春闘賃上げ率の波及効果がきわめて大きい。春闘は60年代後
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半には1期前の賃金上昇率の説明力に見るように，高成長経済を背景に労働
側が「前年実績プラスα」という攻勢的な春闘によって購買力の上昇＝生活
水準の上昇を計り，70年代前半は，物価上昇率の加速に対して購買力を維持
するとともに，それ以上の賃上げが計られ，結果として，生産性上昇分が労
働側に配分された。この点に典型的なフォード主義的レギュラシオンとの相
違点を見ることができよう。そして他方，平均賃金上昇率の説明変数は，消
費者物価上昇率，有効求人倍率および労働側の交渉力であり，全体として消
費者物価上昇率の説明力，次いで交渉力の説明力が高く，有効求人倍率の説
明力はそれほど大きくない。以上から，この時期の賃金決定様式は，高雇用
経済という労働市場の逼迫が背景にあるとはいえ，景気変動と労働市場の需
給関係で賃金が決定される古典的な競争的レギュラシオンではなく，春闘制
度という独自の団体交渉制度にもとづいて労働者階級全体の実質賃金の上昇
を実現した日本的なフォード主義的レギュラシオンであったと言える。
　（iii）しかし1975～89年の時期には，春闘の波及効果は著しく低下し，交
渉力が説明力を失うとともに規模別賃金格差が拡大傾向を持ち，春闘賃上げ
率および平均賃金上昇率の説明変数に，物価上昇率と並んで失業率（あるい
は有効求人倍率）という競争的レギュラシオンの説明変数が現われている。
しかも春闘賃上げ率については消費老物価上昇率の説明力が高く，高梨
［1977］および春闘研究会［1989］の「物価上昇後追い型春闘」という春闘
の性格づけは適切であろう。ただし，物価上昇率の趨勢を考慮すれば，春闘
は70年代前半とは異なって失業の脅威の下で逆に賃上げ抑制の方向に進んだ
のである（産業予備軍効果）。さらに平均賃金の決定においてはとくに70年
代後半においてGDP成長率の説明力が強く，低成長下での競争的レギュラ
シオンへの復帰（あるいは中村［1989コに言うように，「古典的経済への復
帰」）が観察される。
　とはいえ労働市場全体は，必ずしも競争的レギュラシオソへの復帰を示し
ていない。この80年代では，春闘波及効果の低下が確認され，春闘部門と非
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春闘部門の賃金はそれぞれ独自な論理に従って決定されている。すなわち，
春闘賃上げ率は，1期前の消費者物価上昇率と失業率の説明力が大きく，マ
ルクス的な意味での産業予備軍効果のもとで，「物価後追い型春闘」によっ
て賃上げ率が抑制されてはいるが，しかし賃上げ率は平均賃金上昇率よりも
高い水準に維持されている。これに対して，非春闘部門を含む平均賃金上昇
率の説明変数は，当期の物価上昇率と失業率であるが，説明力は失業率の方
が高く，マルクス的産業予備軍効果が強く作用し，競争的レギュラシオンの
傾向が強い。以上から，70年代後半の下方調整過程をへた後に，賃金決定様
式に二重構造が現われたといえる。すなわち，一方では，春闘制度を維持
し，雇用維持と引き換えに賃金上昇率を抑制してはいるが非春闘部門より高
い賃金上昇率を維持している労使協調的レギュラシオンが支配し，他方で
は，不安定雇用形態の増大を伴いつつ産業予備軍効果の強い競争的レギュラ
シオンに支配された非春闘部門が存在する。80年代はこのように労働市場の
二重化，したがってレギュラシオン様式の二重化によって特徴づけられよ
う。
　以上から，1956～64年を競争的レギュラシオンからフォード主義的レギュ
ラシtンへの移行期，1965～74年を日本的なフォード主義的レギュラシオン
の支配，そして1975～89年忌労使協調的レギュラシオンの支配と競争的レ
ギュラシオンの部分的回復という第2節で示した仮説は不当ではないと思わ
れる。
結びにかえて
　本稿の目的は1956～89年の期間における日本の賃金決定様式の変遷をレ
ギュラシオン派の観点から特徴づけることであった。1956～64年における競
争的レギュラシオンからフォード主義的レギュラシオンへの移行，1965～
74年におけるフォード主義的レギュラシオンの支配，そして石油ショック以
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後の構造調整後の80年代における労使協調的レギュラシオンと競争的レギュ
ラシオンというレギュラシオン様式の二重化，というのがその結論である。
したがって，戦後の日本経済において安定した賃労働関係が存在したのは
1965～74年と80年代という2つの時期に過ぎな：い。
　春闘制度についてみれば，春闘は日本独自の賃金交渉制度として注目され
てはいるが，春闘制度が労働者階級全体の賃金決定に決定的な役割を果たし
たのは高度成長期の1965～74年の時期であり，安定低成長期の80年代には賃
金決定様式に二重化が現われ，単なる春季賃金交渉に転化した春闘制度は労
使協調路線をとる春闘部門（大企業）の賃金決定様式へと後退し，非春闘部
門では競争的レギュラシオンが支配的になっている。したがってまた賃金決
定様式に関するかぎり，労使協調路線は日本の伝統的労使関係ではなく，
80年代の支配的形態であるといえよう。
　ちなみに日本のレギュラシオン派内の論争について言えば，私見は，時期
区分には問題が残るとはいえ1965～74年の日本の賃金決定様式は確かに
フォード主義的であったというものである。したがってまた1956～89年全体
の日本の賃労働関係をトヨティズムと規定することはできないし，80年代の
賃労働関係もトヨティズムと規定するわけにはいかない。前者については本
稿の研究によって明かであるが，後者についてはトヨティズム的賃労働関係
が明確に定義されていないばかりか，少なくともマクロの賃労働関係が，1
企業の，したがってミクロの賃労働関係によって代表されるということが実
証されないかぎり，「トヨティズム日本」と規定することはできない。この問
題について本稿の範囲で指摘できることは，平．凡ではあるが，80年代の日本
では労使協調的レギュラシオンの支配と競争的レギュラシオンの部分的回復
が観察されるということ，したがってレギュラシオン様式のこ重構造化が存
在するということであるにすぎない。
　最後に，レギュラシオン・アプローチが制度的諸形態とマクロ経済指標の
ダイナミックスの関連を問い，安定した経済成長の制度的要因，したがって
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その背景としての社会的諸関係を問うものである以上，そして蓄積体制の危
機の原因を問うものである以上，本稿での考察は蓄積体制というマクPの経
済的社会的考察によって再検討されねばならないであろう。
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